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はじめに

　日本のがん医療の均てん化の促進を掲げた「がん対策
基本法」が₂₀₀₇年 ₄ 月 ₁ 日に施行された翌年，₂₀₀₈年 ₄
月 ₁ 日に私は横浜市立大学附属病院の化学療法センター
長に就任した．以降 ₇年間，附属病院全体のがん化学療
法の安全管理と外来化学療法室の運営をコーディネート
する任務を担当した．在任中は，『より安全かつ効率的で
患者さんにやさしく快適な化学療法の提供』という大き
な目標の中で，患者とその家族，院内スタッフにも信頼
され評価される化学療法センターの運営を目指し，多く
の関係者とともに努力を重ねてきた．その間，効果的か
つ安全ながん化学療法の遂行には，医師・薬剤師・看護
師のみならずがん患者に接するすべての職種のスタッフ
が，個々の患者のがん化学療法にとってクリティカルと

なるリスクを共有し，各々の立場で最良の対応ができる
ことが重要であることを痛感してきた．さらに，その実
現のための教育は系統的かつ計画的に行われることが必
要であり，各病院で行われているがん化学療法の安全管
理のレベルは，その病院におけるがん治療全体のレベル
とチーム医療の状況を映し出す鏡でもあると考えている．
　本稿では，急速にニーズが増えた外来化学療法の現状
と，実際にがん化学療法を実施する現場で関係者の知識
と医療チームの連携が問われた近年の数多くの重大な事
例の中から，がん治療に携わるすべてのスタッフが認識
を共有するために横浜市立大学附属病院における指針を
策定した内容について概説する．
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要　旨：日本のがん診療の均てん化を目指し制定された「がん対策基本法」が₂₀₀₇年に施行され，患
者の生活の質を重視した包括的ながん治療へのシフトが急速に進んだ．さらにがん診療拠点病院や地
域の連携拠点病院では，より高度ながんの集学的治療が求められるようになった．本邦のがん治療に
急速な変化が起きている最中の₂₀₀₈年 ₄ 月から ₇年間，私は横浜市立大学附属病院の化学療法センター
長として院内のがん化学療法のマネージメントを行った．その期間に，医師・看護師・薬剤師・医療
事務関係者の連携がなくては解決できない様々な課題に直面し，いくつかの問題点については国内外
の最新情報を収集しながら，診療科や職種の枠を超えて院内の各領域の専門スタッフが結集し，解決
のための指針を策定することができた．その項目には，抗がん剤の血管外漏出への対応，抗がん剤治
療で誘発されるB型肝炎ウイルス再活性化の予防対策，分子標的治療約により惹起される皮膚障害の
対策，アルコール不耐症のスクリーニングとアルコール含有抗がん剤投与時の管理などが含まれる．
より効果的で安全かつ快適ながん化学療法を提供するためには，がん治療に関与するすべてのスタッ
フが化学療法のリスクと対応を共有し，知識をアップデートするための努力を重ね，良好なコミュニ
ケーションによる連携の下で化学療法を実施することが不可欠である．
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